様式１　事業計画書（第９期第四次募集用）

事　業　計　画　書

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護)

１　事業所名等

	事業所名
	(仮称)　

	事業所の形態
	　一体型　・　連携型(連携事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	整備予定地
	長野市　

	地 区 名
	

	基盤整備ブロック及び通常の事業の実施地域
	基盤整備
ブロック
	
	通常の事業の

実施地域
	


２　設置主体

	設置主体名

(法人名)
	
	代表者
役職・氏名
	

	主たる事務所

の所在地
	〒

　

	連絡先
	電話番号
(携帯電話)
	(　　　　　　　　　　　　　　)
	FAX番号
	

	
	担当者
役職・氏名
	
	e-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	介護保険サービスの実績(別紙可)
	居住系、施設系サービスの実績

	
	サービスの種類
	事業所名
	所在地
	開設年度

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	上記を除く介護保険サービスの実績

	
	サービスの種類
	事業所名
	所在地
	開設年度

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　事業開始予定時期

	事業開始予定時期
	　令和　　年　　月(予定)


４　事業所概要

	事務室等
	事務室
	　専用　・　共用　　　床面積(　　　　　)㎡

　(共用の場合、そのサービス名：　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	相談スペース
	　事務室と同一　・　事務室と別に設置面積(　　　　　)㎡

	
	その他
	　手指を洗浄するための設備　　　あり　・　なし

　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)


　※床面積は、内法及び壁芯で計測した面積を併記してください。

５　用地関係

	用地取得等
の状況
	自己所有
	取得済　(　　　　・　　㎡)
	取得予定　(　　　　・　　㎡)

	
	借地(借家)
	借地(借家)用地(　　　　・　　㎡)
	用地（借家）所有者名(　　　　　　　)

	
	
	借地(借家)契約期間　　(　　　)年
	

	最寄りのバス停

又は鉄道駅名
	バス路線又は鉄道名(　　　　　　)、バス停又は駅名(　　　　　　　)
事業所までの実測距離(　　　　　　)ｋｍ、　徒歩(　　)分


６　設備等
	通信機器等
	・利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等の種類

・随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等

・利用者が援助を必要とする状態になったときに適切にオペレーターに通報できる機器の配布

　あり(ありの場合、配布する端末：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

　なし(なしの場合、通報を受ける手段：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	定期巡回・随時対応の手段
	・自動車(　　　)台　・その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	最長到着時間
	・通報を受けてから利用者宅までの最長到着時間　(　　　　　)分


７　経費等
	総　事　業　費
	(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)千円

	基盤整備補助金希望額
	地域密着型サービス等整備助成事業(　　　　　　　　　　　　)千円
施設開設準備経費支援事業　　　　(　　　　　　　　　　　　)千円


※補助希望額は、「長野市介護保険関連サービス基盤整備補助金交付基準」に適合する場合に限る。
《事業費等内訳》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	事業費
	事業に係る財源内訳　　　　　　　　　　　　　　

	
	金　額
	基盤整備
補助金
	その他
補助金
	福祉医療

機構借入
	金融機関
借入
	自己財源
	その他

	建設費
	
	
	
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	用地費
	
	
	
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	総事業費
	
	
	
	
	
	
	


８　介護保険対象外の利用者負担

	交通費
	通常の事業の実施地域以外の地域の居宅におけるサービス提供時の交通費
(　　　　　　　　　)円

	その他
	
	　　　　　　　　円

	
	
	　　　　　　　　円

	
	
	　　　　　　　　円

	
	
	　　　　　　　　円

	
	
	　　　　　　　　円


《利用者負担の積算根拠》　(200字以内) 
	


９　利用対象者　(400字以内) 
	利用ニーズの把握と利用予想者数の根拠 (※有料老人ホームや居宅介護支援事業所等への独自調査やサービス提供地域の利用対象者の需要等のデータ及びデータの出典)

	利用者推定数
１年目
２年目
３年目
４年目
５年目
同一地区内利用者

同一地区外利用者




※根拠として使用したデータを別添資料として添付すること。
	利用者の選定に係る考え方

	


10　職員体制等
	職　員　体　制
	管理者
	※どのような人を想定しているか、どのような責務を担うか(過去の介護経験等、特定の者が内定している場合は、経歴書を添付)




	
	オペレーター
	※どのような人を想定しているか(過去の経験等)
看護師、介護福祉士、医師、保健師、準看護師、社会福祉士、介護支援専門員、その他(何れかに○)


	
	介護職員及び

看護職員

の配置

状況
	※配置人数(常勤換算、小数点第２位以下切捨)
　事業所全体の人数(　　　　)人

　(1) オペレーター(　　　　)人
　(2) 定期巡回を行う訪問介護員等(　　　　)人

　(3) 随時訪問サービスを行う訪問介護員等(　　　　)人

　(4) 訪問看護サービスを行う看護職員等

　　ア　保健師、看護師又は準看護師(以下「看護職員」) (常勤換算) (　　　　)人

　　イ　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士(　　　　)人

　(5) オペレーターのうち常勤の看護師、介護福祉士等(　　　　)人
　(6) 看護職員のうち常勤の保健師又は看護師(　　　　　)人

　(7) 提供時間帯を通じて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者との連絡体制が確保された看護職員(　　　　)人
　(8) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に従事する看護師、介護福祉士、医師、保健師、準看護師、社会福祉士、介護支援専門員(計画作成責任者)(　　　　)人



	
	
	※看護職員等は、どのような人を想定しているか(資格の有無、過去の介護経験等)



	利用(予定)者
の想定介護度
	要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５
合計
人数



11　介護方針・運営方針　(200字以内)
	介護方針(具体的に記入すること)・その他の運営方針(具体的に記入すること)
	重度化した場合や、終末期のあり方についての方針(※本人・家族の求めに応じ重度化への対応や看取り介護を行うかについて、そのための指針・方針はあるか、それに対応するための医療・看護体制について)

	
	

	
	運営推進会議(介護・医療連携推進会議)に関する考え方(意義、構成メンバー、実施方法、内容等)

	
	

	
	職員の離職防止についての方針 (※メンタルヘルス、労災防止への取組、キャリアパス等)

	
	

	
	職員の資質向上についての方針 (※職員研修体制、資格取得支援等)

	
	

	
	迅速に訪問するための方策

	
	

	
	合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法

	
	

	
	個人情報保護等の体制

	
	

	
	緊急時及び非常災害時への対応

	
	

	
	衛生管理に対する考え方(※衛生管理、食中毒・感染症の発生防止策及び発生時のマニュアル作成、職員研修等)

	
	

	
	法令遵守に関する考え方について (※法令遵守のためのマニュアル策定や、法令遵守責任者の配置、研修の実施などの取組方策)

	
	


12　令和６年度報酬改定をふまえた運営方針　(400字以内)
	令和６年度報酬改定をふまえた運営方針
	地域包括ケアシステムの深化・推進（※高齢者虐待防止の推進、身体拘束等の適正化の推進、感染症や非常災害の発生等における業務再開について具体的に記入）

	
	


13　地域住民等との調整　(400字以内)
	地域住民との話し合いの経過及び現在の状況
	整備予定地の近隣住民への説明状況

	
	

	
	地区代表者及び地区住民等への説明状況

	
	

	他事業所（別法人に限る）の研究状況(実際に視察した事業所について記入)

	※施設先として選択した理由
事業所名

事業所種別

所在市町村

視察した月日、内容、成果
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